
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む）及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

工具、器具及び備
品

235¶282¶821 2¶287¶320 10¶912¶136 226¶658¶005 175¶161¶192 20¶494¶414 0 51¶496¶813

計 235¶282¶821 2¶287¶320 10¶912¶136 226¶658¶005 175¶161¶192 20¶494¶414 0 51¶496¶813

建 物 5¶615¶851¶500 0 0 5¶615¶851¶500 757¶137¶346 178¶149¶967 0 4¶858¶714¶154

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 構 築 物 198¶990¶750 0 0 198¶990¶750 42¶409¶447 9¶978¶697 0 156¶581¶303

計 5¶814¶842¶250 0 0 5¶814¶842¶250 799¶546¶793 188¶128¶664 0 5¶015¶295¶457

土 地 4¶800¶000¶000 0 0 4¶800¶000¶000 0 0 0 4¶800¶000¶000

非 償 却 資 産 図 書 7¶137¶853 0 0 7¶137¶853 0 0 0 7¶137¶853

計 4¶807¶137¶853 0 0 4¶807¶137¶853 0 0 0 4¶807¶137¶853
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重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。
研究の長期化により単年度における達成度や進捗度を客観的に測定することが困難であること
から、業務達成基準及び期間進行基準を採用することが難しく、費用進行基準を採用する必要が
あるものと判断しております。

２．減価償却の会計処理方法
有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 50年
建物附属設備 ６～17年
構築物 10～27年
工具、器具及び備品 ２～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しており
ません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在
職する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額
を控除し、退職者に係る前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準
役職員の賞与については財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役
職員について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品
先入先出法による低価法を採用しております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成21年３月末利回りを参考に1•34％で計算しております。

７．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
貸借対照表関係
１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

503¶840¶589円
２．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額

36¶716¶377円
損益計算書関係
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額
322¶029円であり、当該影響額を除いた当期総利益は9¶431¶566円であります。

キャッシュ・フロー計算書関係
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金預金勘定 344¶043¶098円
資金期末残高 344¶043¶098円

重要な債務負担行為
該当事項はありません。
重要な後発事象
該当事項はありません。
その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
「独立行政法人に係る改革を推進するための文部科学省関係法律の整備等に関する法律（平成21年
３月31日公布）」により、独立行政法人国立国語研究所は、平成21年10月１日に大学共同利用機関法人
人間文化研究機構に移管されることが決定しました。
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